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外来機能報告等に関する報告書 

令和３ 年 12 月 17 日 

外来機能報告等に関するワーキンググループ 

Ⅰ． はじ めに 

○ 本年５ 月に「 良質かつ適切な医療を 効率的に提供する 体制の確保を 推進す

るための医療法等の一部を改正する法律」（ 令和３ 年法律第 49 号） が成立・ 公

布さ れた。同法において、地域の医療機関の外来機能の明確化・ 連携に向けて、

データ に基づく 議論を 地域で進める ため、 外来機能報告等が医療法に位置づ

けら れ、 令和４ 年４ 月に施行するこ と と さ れている。  

○ こ のため、第８ 次医療計画等に関する検討会の下に「 外来機能報告等に関す

るワーキンググループ」 が設置さ れ、 昨年 12 月に「 医療計画の見直し 等に関

する検討会」 において取り まと めら れた「 外来機能の明確化・ 連携、 かかり つ

け医機能の強化等に関する報告書」（ 以下「 令和２ 年報告書」 と いう 。） を 踏ま

え、 外来機能報告等の施行に向けて必要な事項を検討するこ と と さ れた。

○ こ れを受けて、本ワーキンググループにおいては、本年７ 月以降、６ 回にわ

たっ て、

( １ ) 外来機能報告 

( ２ ) 医療資源を 重点的に活用する外来 

( ３ ) 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関 

( ４ ) 地域における協議の場 

( ５ ) 国民への理解の浸透 

について、 議論を 重ね、 今般以下のと おり 、 報告書を 取り まと めた。

資料１資料３
（別添）
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Ⅱ． 外来機能報告 

（ 基本的な考え方）  

○ 外来機能報告は、地域の外来機能の明確化・ 連携のために実施するも のであ

る。 年間スケジュ ールと し て、 病床機能報告と 一体的に報告を 行い、 年度内

（ 初回は令和４ 年度内） に地域の協議の場における協議が行えるよう にする。

具体的には、 以下のスケジュ ールと する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 報告項目）  

○ 報告項目は、  

①｢医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 の明確

化に資するも の 

・ 医療資源を 重点的に活用する外来の実施状況の概況 

・ 医療資源を 重点的に活用する外来の実施状況の詳細 

・ 医療資源を 重点的に活用する 外来を 地域で基幹的に担う 医療機関と なる

意向の有無 

・ 紹介・ 逆紹介の状況 

 

②地域の協議の場における 外来機能の明確化・ 連携に向けた協議に資するも

の 

・ その他の外来・ 在宅医療・ 地域連携の実施状況 

・ 救急医療の実施状況 

・ 紹介・ 逆紹介の状況（ 再掲）  

・ 外来における人材の配置状況 

・ 高額等の医療機器・ 設備の保有状況 

の２ つの観点から 整理し 、 報告する医療機関の負担軽減のため、 レ セプト 情

＜外来機能報告のスケジュール＞

４月～ ・ 対象医療機関の抽出（※）

・ NDBデータ（前年度4月～3月）を対象医療機関別に集計

９月頃 ・ 対象医療機関に外来機能報告の依頼

・ 報告用ウェブサイトの開設
・ 対象医療機関にNDBデータの提供

10月頃 ・ 対象医療機関からの報告

12月頃 ・ データ不備のないものについて、集計とりまとめ

・ 都道府県に集計とりまとめを提供

１～３月頃 ・ 地域の協議の場における協議

・ 都道府県による｢医療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う医療機関｣の公表
・ 都道府県に集計結果の提供

（※）無床診療所の中にも、高額な医療機器等による検査を集中的に実施しているものもあるため、そのような無床診療所については対象医療機関
に含めることとする。具体的には、 令和４年度については、円滑な事務手続のため、令和３年度中に、該当する蓋然性の高い医療機関に外来機
能報告を行うか否かの意向を確認した上で、意向有りとした無床診療所について、対象医療機関に含めることとする。
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報・  特定健診等情報データ ベース（ 以下「 NDB」 と いう 。） で把握でき る報告

項目及び病床機能報告で把握でき る項目を 基本と し 、具体的には、P. 4 のと お

り と する。 なお、 こ れら で把握でき ないも ののう ち、 地域の外来機能の明確

化・ 連携の推進のために必要なも のと し て報告項目と するのは、 以下の３ 項

目と する。  

・「 医療資源を 重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う 医療機関」 と な

る意向の有無 

・ 紹介・ 逆紹介の状況 

・ 外来における人材の配置状況（ 専門看護師等に係るも の）  

 

○ また、報告項目は、外来機能報告及び地域の協議の場でのデータ や議論の蓄

積を 踏まえて、 必要に応じ て将来的に見直すこ と を検討する。   
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(1) 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況

① 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況の概況 〔NDBで把握できる項目〕

・ 医療資源を重点的に活用する外来の類型ごとの実施状況を報告
＜報告イメージ＞

② 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況の詳細 〔NDBで把握できる項目〕

・ 医療資源を重点的に活用する外来のうち、主な項目の実施状況を報告
＜報告イメージ＞

※「患者延べ数」とは、患者ごとの受診日数を合計したものとする。

日数 初診（再診）の外来延べ患者数に対する割合
初診の外来の患者延べ数 日 －

医療資源を重点的に活用する外来の患者延べ数 日 ％

医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来の患者延べ数 日 －
高額等の医療機器・設備を必要とする外来の患者延べ数 日 －
特定の領域に特化した機能を有する外来の患者延べ数 日 －

再診の外来の患者延べ数 日 －
医療資源を重点的に活用する外来の患者延べ数 日 ％

医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来の患者延べ数 日 －

高額等の医療機器・設備を必要とする外来の患者延べ数 日 －
特定の領域に特化した機能を有する外来の患者延べ数 日 －

初診の医療資源を重点的に活用する外来

外来化学療法加算を算定した件数 件

外来放射線治療加算を算定した件数 件

CT撮影を算定した件数 件

MRI撮影を算定した件数 件

PET検査を算定した件数 件

SPECT検査を算定した件数 件

高気圧酸素治療を算定した件数 件

画像等手術支援加算を算定した件数 件

悪性腫瘍手術を算定した件数 件

再診の医療資源を重点的に活用する外来

外来化学療法加算を算定した件数 件

外来放射線治療加算を算定した件数 件

CT撮影を算定した件数 件

MRI撮影を算定した件数 件

PET検査を算定した件数 件

SPECT検査を算定した件数 件

高気圧酸素治療を算定した件数 件

画像等手術支援加算を算定した件数 件

悪性腫瘍手術を算定した件数 件

(2) ｢医療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う医療機関｣となる意向の有無 〔NDBで把握できない項目〕

(3) 地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要なその他の事項

① その他の外来・在宅医療・地域連携の実施状況 〔NDBで把握できる項目〕

・ 地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な外来・在宅医療・地域連携の実施状況を報告
＜報告イメージ＞

② 救急医療の実施状況 〔病床機能報告で把握できる項目〕（病床機能報告で報告する場合、省略可）

・ 休日に受診した患者延べ数、夜間・時間外に受診した患者延べ数、救急車の受入件数を報告
＜報告イメージ＞（病床機能報告と同様）

人数・件数

休日に受診した患者延べ数 人

上記のうち、診察後直ちに入院となった患者延べ数 人

夜間・時間外に受診した患者延べ数 人

上記のうち、診察後直ちに入院となった患者延べ数 人

救急車の受入件数 件

生活習慣病管理料を算定した件数 件

特定疾患療養管理料を算定した件数 件

糖尿病合併症管理料を算定した件数 件

糖尿病透析予防指導管理料を算定した件数 件

機能強化加算を算定した件数 件

小児かかりつけ診療料を算定した件数 件

地域包括診療料を算定した件数 件

地域包括診療加算を算定した件数 件

オンライン診療料を算定した件数 件

往診料を算定した件数 件

訪問診療料を算定した件数 件

在宅時医学総合管理料を算定した件数 件

診療情報提供料（Ⅰ）を算定した件数 件

診療情報提供料（Ⅲ）を算定した件数 件

地域連携診療計画加算を算定した件数 件

がん治療連携計画策定料を算定した件数 件

がん治療連携指導料を算定した件数 件

がん患者指導管理料を算定した件数 件

外来緩和ケア管理料を算定した件数 件

③ 紹介・逆紹介の状況（紹介率・逆紹介率） 〔NDBで把握できない項目〕

・ 紹介率・逆紹介率を報告 （初診患者数、紹介患者数、逆紹介患者数）

④ 外来における人材の配置状況 〔専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師を除き、病床機能報告で把握できる項目〕（病
床機能報告で報告する場合、重複項目は省略可）

・ 医師について、施設全体の職員数を報告

・ 看護師、専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師、准看護師、看護補助者、助産師、理学療法士、作業療
法士、言語聴覚士、薬剤師、臨床工学技士、管理栄養士について、外来部門の職員数を報告

※ 勤務時間の概ね8割以上を外来部門で勤務する職員を計上。複数の部門で業務を行い、各部門での勤務が通常の勤務時間の8割未満となる場
合は、外来部門の職員として計上（病床機能報告と同様の計上方法）

＜報告イメージ＞（専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師を除き、病床機能報告と同様）

⑤ 高額等の医療機器・設備の保有状況 〔病床機能報告で把握できる項目〕（病床機能報告で報告する場合、省略可）

・ マルチスライスCT（64列以上、16列～64列、16列未満）、その他のCT、MRI（3テスラ以上、1.5～3テスラ未満、1.5テスラ
未満）、血管連続撮影装置（DSA法を行う装置）、SPECT、PET、PETCT、PETMRI、ガンマナイフ、サイバーナイフ、強度
変調放射線治療器、遠隔操作式密封小線源治療装置、内視鏡手術用支援機器（ダヴィンチ）の台数を報告

常勤（実人数） 非常勤（常勤換算）

＜施設全体＞ － －

医師 人 人

＜外来部門＞ － －

看護師 人 人

専門看護師・認定看護師・
特定行為研修修了看護師

人 人

准看護師 人 人

看護補助者 人 人

常勤（実人数） 非常勤（常勤換算）

助産師 人 人

理学療法士 人 人

作業療法士 人 人

言語聴覚士 人 人

薬剤師 人 人

臨床工学技士 人 人

管理栄養士 人 人
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（ 医療機関における事務の簡素化）  

○ 有床診療所については、 事務負担を 考慮し て、紹介・ 逆紹介の状況及び外来

における人材の配置状況（ 専門看護師等に係るも の。） は任意項目と する（ 以

下「 有床診療所任意報告項目」 と いう 。）。  

 

○ また、後述のと おり 、対象医療機関に含めるこ と と し た無床診療所について

は、 病床機能報告の対象ではないこ と から 、 事務負担を 考慮し て、 有床診療

所任意報告項目に加えて、 救急医療の実施状況、 外来における人材の配置状

況及び高額等の医療機器・ 設備の保有状況についても 任意項目と する。  

 

○ なお、将来的に、医療機能情報提供制度が全国統一システムと なっ た際には、

当該データ の活用も 検討する。   

 

（ 無床診療所）  

○ 令和２ 年報告書において、「 無床診療所については、 一部に、 他の医療機関

から の紹介患者も 含め、 高額な医療機器等による 検査を 集中的に実施する無

床診療所も ある こ と を 踏まえ、 任意で外来機能報告を 行う こ と ができ る こ と

と する 」 と し ており 、 そのよう な無床診療所については対象医療機関に含め

るこ と と する。 具体的には、 令和４ 年度については、 円滑な事務手続のため

令和３ 年度中に、 該当する 蓋然性の高い医療機関に外来機能報告を 行う か否

かの意向を 確認し た上で、 意向有り と し た無床診療所について、 対象医療機

関に含めるこ と と する。  

 

○ その際、対象医療機関に含めるこ と と し た無床診療所については、病床機能

報告の対象ではないこ と から 、 事務負担を 考慮し て、 有床診療所任意報告項

目に加えて、 救急医療の実施状況、 外来における 人材の配置状況及び高額等

の医療機器・ 設備の保有状況についても 任意項目と する。（ 再掲）  

 

（ 患者所在地のデータ 分析）  

○ NDBで把握でき る項目について、現在は医療機関所在地のデータ 分析し か行

えないが、今後、NDBにより 患者住所地のデータ 分析が行えるよう になっ た場

合には、 NDBにより 患者住所地のデータ 分析（ 患者流出入の状況等） も 行う こ

と を 検討する。   
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Ⅲ． 医療資源を 重点的に活用する外来 

（ 基本的な考え方）  

○ 令和２ 年報告書において、｢医療資源を 重点的に活用する外来｣は、基本的に

以下の①～③の機能が考えら れる と さ れつつ、 具体的には更に検討する も の

と し て、 取り まと めら れている。  

① 医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来 

② 高額等の医療機器・ 設備を 必要と する外来 

③ 特定の領域に特化し た機能を有する外来 

 

○ 具体的には、こ れまでの議論を踏まえ、以下の類型①～③のいずれかの機能

を有する外来を「 医療資源を 重点的に活用する外来」 と する。  

① 医療資源を 重点的に活用する入院の前後の外来 

・ 次のいずれかに該当し た入院を 「 医療資源を 重点的に活用する入院」 と

し 、 その前後 30 日間の外来の受診を 、 類型①に該当する｢医療資源を重

点的に活用する外来｣を 受診し たも のと する。（ 例： がんの手術のために

入院する 患者が術前の説明･検査や術後のフ ォ ローアッ プを 外来で受け

た等）  

 Ｋ コ ード （ 手術） を算定 

 Ｊ コ ード （ 処置） のう ちＤ Ｐ Ｃ 入院で出来高算定でき るも の（ ※１ ） を 算定 

※１ ：  6000 ㎠以上の熱傷処置、 慢性維持透析、 体幹ギプス固定等、 1000 点以上 

 Ｌ コ ード （ 麻酔） を算定 

 Ｄ Ｐ Ｃ 算定病床の入院料区分 

 短期滞在手術等基本料２ 、 ３ を算定 

 

② 高額等の医療機器・ 設備を必要と する外来 

・ 次のいずれかに該当し た外来の受診を 、類型②に該当する｢医療資源を重

点的に活用する外来｣を受診し たも のと する。  

 外来化学療法加算を算定 

 外来放射線治療加算を 算定 

 短期滞在手術等基本料１ を 算定 

 Ｄ コ ード （ 検査）、 Ｅ コ ード （ 画像診断）、 Ｊ コ ード （ 処置） のう ち地域包括診療料 

において包括範囲外と さ れているも の（ ※２ ） を算定 

※２ ：  脳誘発電位検査、 CT 撮影等、 550 点以上 

 Ｋ コ ード （ 手術） を算定 

 Ｎ コ ード （ 病理） を算定 

 

③ 特定の領域に特化し た機能を 有する外来（ 紹介患者に対する外来等）  
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・ 次の外来の受診を、類型③に該当する｢医療資源を 重点的に活用する外来｣

を 受診し たも のと する。  

 診療情報提供料Ⅰを算定し た 30 日以内に別の医療機関を受診し た場合、 当該「 別

の医療機関」 の外来 

 

○ 「 医療資源を 重点的に活用する外来」 の項目は、外来機能報告及び地域の協

議の場でのデータ や議論の蓄積、 さ ら には医療機器等の技術革新の状況やそ

の評価なども 踏まえて、 必要に応じ て将来的に見直すこ と を 検討する。  

 

（ 診療情報提供料Ⅰ）  

○ 紹介患者の外来の受診には、専門的な医療機関への紹介のほか、紹介元医療

機関の専門外の診療科の一般的な医療機関への紹介も 含まれるが、 NDB によ

るさ ら なる抽出の基準の設定が困難である中で、｢医療資源を 重点的に活用す

る外来を地域で基幹的に担う 医療機関｣を 明確化する観点から 、 まずは、 紹介

患者の外来の受診は、「 医療資源を 重点的に活用する外来」 を 受診し たも のと

し 、 引き 続き 改善を検討する。  

 

（ 救急医療）  

○ 救急医療の実施状況については、 紹介によ る 受診が想定さ れない医療であ

り 、「 医療資源を重点的に活用する外来」 の項目に含めないが、 地域の協議の

場での外来機能の明確化･連携に向けた協議を進める観点から 、報告項目と す

る。 なお、 医療機関の事務の簡素化の観点から 、 救急医療の実施状況に関す

る報告項目は、 全て病床機能報告で把握でき る項目と する。  

 

（ 透析）  

○ 人工腎臓を算定し た外来の受診については、 基本的に医療機器･設備や人材

等の医療資源の大き な活用を 要するも のであり 、「 医療資源を 重点的に活用す

る外来」 を受診し たも のと するが、 地域の協議の場における、 ｢医療資源を重

点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関｣の協議の段階で、医療機

関の特性や地域性を考慮するこ と と する。  

 

（ 高額医薬品）  

○ 現在分析対象と なっ ていない院外処方の取扱いや、 高額な医薬品の評価な

ども 踏まえ、 まずは、 基本的に医療機器･設備や人材等の医療資源の大き な活

用を 要するも のと し て、「 医療資源を重点的に活用する外来」 に高額医薬品は

含めないも のと するが、 制度施行後に引き 続き 検討する。  
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Ⅳ． 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関 

（ 基本的な考え方）  

○ 外来医療においては、 医療資源や医療ニーズの状況等が地域によ っ て異な

っ ているため、「 医療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う 医療

機関」 の明確化に当たっ ては、 医療機関の特性や地域性を考慮する必要があ

り 、 医療資源を 重点的に活用する 外来に関する基準を 参考にし 、 当該医療機

関の意向に基づき 、 地域の協議の場で確認するこ と によ り 、 地域の実情を 踏

まえる仕組みと する。  

 

○ なお、 外来医療に関するデータ や議論の蓄積が少ない中で、「 医療資源を重

点的に活用する 外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 の明確化については、

外来機能報告や地域の協議の場での協議を 重ね、 改善を 図り ながら 、 精緻化

し ていく も のと する。 その際、 特定機能病院及び地域医療支援病院のあり 方

についても 検討を 行う 。  

 

（ 医療資源を 重点的に活用する外来に関する基準）  

○ 「 医療資源を重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 に関す

る基準は、 患者に対するわかり やすさ の観点や地域での協議を 進めやすく す

る観点から 、 初診と 再診と で患者の受診行動に相違があるこ と を 勘案し て設

定する。  

 

○ 具体的な水準については、 他の病院又は診療所から 紹介さ れた患者に対し

医療を 提供する こ と と さ れている 地域医療支援病院の状況を 踏まえ、 以下の

通り と する。  

 

・  初診の外来件数のう ち「 医療資源を 重点的に活用する外来」 の件数（ ※）

の占める割合 

：  初診 40％以上 

かつ 

・  再診の外来件数のう ち「 医療資源を 重点的に活用する外来」 の件数（ ※）

の占める割合 

：  再診 25％以上 

（ ※） 医療資源を 重点的に活用する外来は、P. ６ の①～③のいずれかに該当する件数と

する。  
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（ 紹介率・ 逆紹介率）  

○ また、 紹介･逆紹介を 推進する観点から 、 地域の協議の場で参考と する指標

のう ち、 特に重要な指標と し て紹介率･逆紹介率を 位置付ける。 紹介率の定義

については、 他の病院又は診療所から 紹介さ れた患者に対し 医療を 提供する

こ と と さ れている地域医療支援病院の定義（ ※） を用いるこ と と する。  

 （ ※） 地域医療支援病院の紹介率について 

地域医療支援病院紹介率＝( 紹介患者の数( 注１ ） ) ／（ 初診患者の数（ 注２ ) ） ×100 

（ 注１ ）「 紹介患者の数」： 開設者と 直接関係のない他の病院又は診療所から 紹介状

によ り 紹介さ れた者の数( 初診の患者に限る。また、紹介元である他の病院又は

診療所の医師から の電話情報により 地域医療支援病院の医師が紹介状に転記す

る場合及び他の病院又は診療所等における検診の結果、 精密検診を 必要と さ れ

た患者の精密検診のための受診で、 紹介状又は検査票等に、 紹介目的、 検査結

果等についてその記載がなさ れている場合を含む。 )  

（ 注２ )「 初診患者の数」： 患者の傷病について医学的に初診と いわれる診療行為が

あっ た患者の数( 地方公共団体又は医療機関に所属する 救急自動車によ り 搬入

さ れた患者、当該地域医療支援病院が医療法第 30 条の４ に基づいて作成さ れた

医療計画において位置付けら れた救急医療事業を行う 場合にあっ ては、 当該救

急医療事業において休日又は夜間に受診し た患者及び自他覚的症状がなく 健康

診断を 目的と する 当該病院の受診により 疾患が発見さ れた患者について、 特に

治療の必要性を 認めて治療を 開始し た患者を除く 。 )  

 

○ 具体的な水準については、現在の分布状況、地域医療支援病院の承認要件及

び医療資源を重点的に活用する 外来に関する基準への該当状況を 勘案し て以

下の通り と する。  

 

・  紹介率 50％以上 かつ 逆紹介率 40％以上 

 

（ 医療資源を 重点的に活用する外来に関する基準及び紹介率・ 逆紹介率の活用） 

○ 医療資源を 重点的に活用する 外来に関する 基準を 満たし た医療機関につい

ては、 地域の協議の場において「 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で

基幹的に担う 医療機関」 の役割を 担う 意向を 確認する こ と と し 、 紹介率・ 逆

紹介率等も 参考にし つつ協議を 行い、 協議が整っ た場合に、「 医療資源を 重点

的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 と し て都道府県が公表す

る。  
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○ また、 医療資源を 重点的に活用する 外来に関する 基準を 満たさ ない医療機

関であっ て、「 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機

関」 の役割を担う 意向を 有する 医療機関については、 地域の協議の場で協議

する際に、医療資源を 重点的に活用する外来に関する基準に加えて、紹介率・

逆紹介率等を 活用し て協議を 行い、 協議が整っ た場合に、「 医療資源を 重点的

に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 と し て都道府県が公表する。 

 

（ 診療科の取扱）  

○ 外来医療に関するデータ や議論の蓄積が少なく 、 現在の NDB では診療科ご

と のデータ 分析には限界がある 中で、 患者の分かり やすさ の観点から 、 まず

は、「 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 は、

医療機関単位で設定（ ※） するこ と と する。  

（ ※） 医療法上、 外来の実施状況及び「 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹

的に担う 医療機関」 と なる意向の有無等について、 医療機関単位で報告する旨を規

定し ている。  

 

○ その上で、診療科ごと のデータ 分析を 行う ため、レ セプト や外来機能報告に

おける対応など、 引き 続き 改善策を 検討する。  

 

○ ｢医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関｣のう ち 、

一般病床 200 床以上の病院は紹介状がない患者等の外来受診時の定額負担の

対象と なる こ と と さ れている。 現行の定額負担においては、 定額負担の徴収

を認めら れない患者（ 注１ ） 及び徴収を 求めないこ と ができ る患者（ 注２ ） が定

めら れている （ 注３ ）。 地域の協議の場においては、 除外要件も 踏まえつつ、

地域に他に当該診療科を 標榜する 保険医療機関がない場合など、 患者がまず

は地域の｢かかり つけ医機能を 担う 医療機関｣を 受診し 、 必要に応じ て紹介を

受けて当該医療機関を 受診する と いう 受診の流れと なら ない場合について、

医療機関の特性も 含めて配慮する こ と が重要であり 、 こ の点についても ガイ

ド ラ イ ンに明記する｡ 

（ 注１ ） 救急の患者、 国の公費負担医療制度の受給対象者など 

（ 注２ ） 地域に他に当該診療科を 標榜する保険医療機関がなく 当該保険医療機関が外来診

療を 実質的に担っ ているよう な診療科を受診する患者、 特定健康診断・ がん検診

等の結果により 精密検査受診の指示を 受けた患者など 

（ 注３ ） 除外要件の見直し については、 中央社会保険医療協議会において審議さ れるこ と

と さ れている。  
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Ⅴ． 地域における 協議の場 

（ 基本的な考え方）  

○ 地域の協議の場における参加者、協議の進め方、協議結果の公表等について

は、 関係者によ る 実質的な議論の活性化、 効率的な協議、 協議の透明性の確

保、 個人情報・ 経営情報の保護等の観点が重要である。  

 

○ 令和４ 年度については、 外来機能報告等の施行初年度であり 、まずは、 地域

の協議の場において、外来機能の連携を示す紹介･逆紹介の状況も 含めた外来

機能報告のデータ と 医療機関の意向等に基づき 、「 医療資源を 重点的に活用す

る外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 に関する 協議を 中心に行う こ と と す

る。  

 

○ 地域によっ ては、 例えば、 ある診療科を標榜する医療機関が 1 か所し かな

く 、 当該医療機関が「 医療資源を 重点的に活用する外来を地域で基幹的に担

う 医療機関」 を 担う こ と により 、 住民への医療提供に支障を き たすケースも

想定さ れる こ と から 、 こ う し た点について地域における 協議の場において十

分な検討・ 協議を 行う こ と が必要である。  

 

○ こ のため、地域の協議の場については、国において都道府県が参考と するガ

イ ド ラ イ ン を示し た上で、 都道府県が、 改正医療法に基づき 、 ガイ ド ラ イ ン

を参考と し て、 地域の実情に応じ ながら 運営するこ と ができ るよう にする。  

 

（ 地域の協議の場における参加者）  

○ 外来医療計画（ 外来機能の偏在･不足等への対応） に係る協議が地域の協議

の場ですでに行われ、 多く の地域で地域医療構想調整会議が活用さ れている

中で、 今回の改正医療法に関する 協議の参加者は、 こ れまでの参加者を 考慮

し つつ、 今回の協議に関係する 者が参加するこ と と する 。 具体的には、 郡市

区医師会等の地域における学識経験者、 代表性を 考慮し た病院・（ 有床） 診療

所の管理者、 医療保険者、 市区町村等と する。  

 

○ その上で、次の医療機関については、地域の協議の場における協議の際に、

国が示す基準を 参考にし つつ、 当該地域の地域性や当該医療機関の特性等を

考慮し た議論が必要であり 、 当該医療機関の出席を求め、 意見を 聴取する。  

( 1)  「 医療資源を重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 の

医療資源を 重点的に活用する外来に関する基準に該当する も のの、 外来機

能報告において「 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う
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医療機関」 と し ての役割を担う 意向を有し ない医療機関 

 

( 2)  「 医療資源を重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 の

医療資源を 重点的に活用する外来に関する基準に該当し ないも のの、 外来

機能報告において「 医療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担

う 医療機関」 と し ての役割を 担う 意向を 有する医療機関 

 

○ なお、 協議の簡素化のため、 地域の実情に応じ て、 当該医療機関から 、 医療

資源を 重点的に活用する外来に関する 基準と 意向が合致し ない理由等の文書

の提出を求める等の柔軟な対応も 可能と する。  

 

（ 協議の進め方及び結果の公表）  

○ 協議は、 以下のと おり 進めるこ と と する。  

・  外来機能報告データ 等の共有、 外来医療提供体制の現状と 課題の認識の

共有。 具体的には、 外来機能報告データ や既存の統計調査等で明ら かと な

る地域の外来医療提供体制の現状と 課題について、 参加する関係者で認識

を共有する。  

・  「 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 の

協議については、 外来機能報告から 整理さ れた、 医療機関ごと の「 医療資

源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」の意向の有無、

医療資源を 重点的に活用する外来に関する基準の適合状況、 外来医療の実

施状況等を 踏まえて議論。  

・  その際、 特に、 医療資源を 重点的に活用する 外来に関する基準と 医療機

関の意向が合致し ない医療機関について、 当該地域の地域性や当該医療機

関の特性等を考慮し て議論。  

・  地域の協議の場（ １ 回目） で医療機関の意向と 異なる結論と なっ た場合

は、 当該医療機関において、 地域の協議の場での議論を踏まえて再度検討

を行っ ていただき 、 当該医療機関の再度検討し た意向を踏まえ、 地域の協

議の場（ ２ 回目） での協議を 再度実施（ ※）。  

※地域の協議の場の協議の進め方については、 状況に応じ て持ち 回り と する、 文書提

出のみと するなどの柔軟な対応も 可能と する。  

・  「 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 に

ついて、 医療機関の意向と 地域の協議の場での結論が最終的に一致し たも

のに限り 、 協議が整っ たも のと し て、 協議結果を取り まと めて公表。  
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○ 地域の外来機能の明確化･連携を 進め、 患者の流れのさ ら なる円滑化を 図る

には、 住民に医療機関の外来機能を理解し て受診し ても ら う こ と が重要であ

る。 特に、 紹介患者への外来を 基本と する 「 医療資源を 重点的に活用する外

来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 については、 その役割を 含めて周知する

必要があり 、 都道府県報やホームページによる公表、 プレスリ リ ース等によ

るマスコ ミ への周知、シンポジウム・ 講演・ SNS 等による周知・ 呼びかけなど、

幅広い世代の住民に行き 渡るよう に公表を 行う 。  
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Ⅵ． 国民への理解の浸透 

（「 医療資源を 重点的に活用する 外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 の呼称） 

○ 「 医療資源を重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 の呼称

は、 地域住民の分かり やすさ の観点を 第一に、 当該医療機関の性格を 表すキ

ーワード を どう 盛り 込むか、 後述する と おり 広告可能と する こ と について検

討する こ と をどう 考えるか等を 考慮し 、「 紹介受診重点医療機関」（ 病院・ 診

療所） と する。  

  

（ 国民への周知・ 啓発）  

○ 患者がまずは地域の「 かかり つけ医機能を 担う 医療機関」 を 受診し 、必要に

応じ て紹介を受けて、 紹介患者への外来を 基本と する 医療機関である「 医療

資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」 を 受診すると

と も に、 状態が落ち着いたら 逆紹介を 受けて地域に戻る など、 受診の流れと

医療機関の機能・ 役割について、 住民に周知啓発を行う こ と が必要であり 、  

・  国においては、 外来機能報告や「 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域

で基幹的に担う 医療機関」 等の制度上の仕組みや、 上記のよう な「 かかり

つけ医機能を 担う 医療機関」 を中心と し た受診の流れ、 医療機関ごと の求

めら れる機能・ 役割等の周知を行う 、  

・  都道府県においては、 それら に加えて、 地域の医療機関の外来機能の明確

化･連携の状況と と も に、個々の「 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域

で基幹的に担う 医療機関」 について、 都道府県報やホームページによる公

表、 プレ スリ リ ース等によるマスコ ミ への周知、 シンポジウム・ 講演・ SNS

等による周知・ 呼びかけなど、 幅広い世代の住民に行き 渡るよう に公表を

行う 、  

こ と と する。  

 

○ また、患者の流れのさ ら なる円滑化は住民の理解が必要であり 、協議プロセ

スの透明性の確保の観点から も 、 地域の協議の場に提出する 資料のう ち 、 患

者情報や医療機関の経営に関する情報（ 一般的に閲覧可能なも のは除く 。） は

非公開と し 、 その他の資料、 協議結果は住民に公表するこ と と する。  

 

○ さ ら に、「 医療資源を 重点的に活用する外来を 地域で基幹的に担う 医療機関」

については、 紹介患者への外来を 基本と する医療機関である こ と が患者に分

かる よ う 、 広告可能と する こ と や、 医療機能情報提供制度の項目に追加する

こ と について、「 医療情報の提供内容等のあり 方に関する検討会」 において、

引き 続き 検討を進める。  
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Ⅶ． 今後の検討課題 

（ 外来機能報告等の円滑な施行）  

○ こ のよう に、本ワーキンググループにおいては、外来機能報告等について必

要な事項を 検討し てき た。厚生労働省においては、本報告書を 踏まえて、外来

機能報告等の円滑な施行に向けた関係法令等の改正や、 都道府県が地域の協

議の場において参考と する ガイ ド ラ イ ンの策定など、 必要な措置を 速やかに

講じ るよう 求める。  

 

（ 今後の検討課題）  

○ 本ワーキンググループにおいては、 地域における外来機能の明確化･連携を

進め、患者の流れのさ ら なる円滑化を 図るため、まずは、外来機能報告等に関

する点について集中的に議論を 進めてき た。今後、外来機能の明確化・ 連携に

向けて、 地域におけるかかり つけ医機能の強化や特定機能病院、 地域医療支

援病院のあり 方も 含め、 来年から 本格化する第８ 次医療計画に向けた取組の

検討と 併せて、 引き 続き 議論を 深めていく べき である。   
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（ 参考１ ）  

 

外来機能報告等に関するワーキンググループ 検討経過 

 

 

７ 月７ 日 

 ・ 外来機能報告等の施行に向けた検討 

 

 

７ 月 28 日 

 ・ 外来機能報告 

 ・ 医療資源を重点的に活用する外来 

 ・ 紹介・ 逆紹介率の調査・ 分析 

 

 

９ 月 14 日 

 ・ 地域における協議の場 

・ 紹介・ 逆紹介の推進 

・ 診療科ごと の外来分析 

・ 国民への周知方法 

 

 

10 月 20 日 

 ・ 医療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う 医療機関 

 

 

11 月 29 日 

 ・ 紹介率・ 逆紹介率 

 ・ こ れまでの議論を踏まえた検討の方向性 

 

 

12 月 17 日 

 ・ 外来機能報告等に関する報告書（ 案）  
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（ 参考２ ）  

外来機能報告等に関するワーキンググループ 構成員名簿 

（ 五十音順）  

 
氏 名 所 属・ 役 職 

 今村
いまむら

 聡
さ と し

 公益社団法人日本医師会副会長 

 今村
いまむら

 知
と も

明
あき

 奈良県立医科大学教授 

◎ 尾形
お が た

 裕也
ひ ろ や

 九州大学名誉教授 

 岡留
おかどめ

 健
けん

一郎
いちろ う

 一般社団法人日本病院会副会長 

 小熊
お ぐ ま

 豊
ゆたか

 公益社団法人全国自治体病院協議会会長 

 織田
お だ

 正道
まさ みち

 公益社団法人全日本病院協会副会長 

 加納
か の う

 繁
し げ

照
あき

 一般社団法人日本医療法人協会会長 

 城
き

守
も り

 国斗
こ く と

 公益社団法人日本医師会常任理事 

 幸野
こ う の

 庄司
し ょ う じ

 健康保険組合連合会理事 

 猿木
さ る き

 和久
かずひさ

 全国有床診療所連絡協議会副会長 

 野原
の は ら

 勝
まさ る

 全国衛生部長会 

 増井
ま す い

 英
ひで

紀
き

 全国健康保険協会企画部長 

○ 松田
ま つ だ

 晋
し ん

哉
や

 産業医科大学教授 

 山口
やまぐ ち

 育子
い く こ

 認定 NPO法人さ さ えあい医療人権センタ ーCOML 理事長 

 吉川
よし かわ

 久美子
く み こ

 公益社団法人日本看護協会理事 

◎： 座長 ○： 座長代理 

 

 


